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第１章 はじめに 

１．合併の必要性 

 佐屋町、立田村、八開村及び佐織町の海部西部４町村においては、各町村の創意工

夫のもと、これまで様々なまちづくり活動を実行してきました。しかしながら、現在

の４町村は、少子・高齢化の進展、厳しい財政状況といった共通の課題に直面してい

る事も事実です。今後ますます地方分権が進み、地方が主体となったまちづくりが求

められている中で、生活、産業経済、行政サービスなど様々な面で結びつきの強い４

町村において、これまでのまちづくりとは異なった新たな方法である｢合併｣により、

４町村全ての地域における活性化が求められています。 

 

①少子･高齢化の進展する中、多様化・高度化する住民ニーズへの対応 

少子・高齢化の進展に伴い保健･医療、福祉に対する行政需要はますます増大し、生

産年齢人口の減少による地域経済力の低下、医療、福祉などの社会保障制度及び介護に

かかる負担の増加など、様々な影響が懸念されています。また、高度情報化、国際化が

進み、環境保全、環境共生に対する意識が高まる中、人々の価値観やライフスタイルの

変化に伴い、行政サービスに対する住民ニーズも、多様化・高度化する傾向にあり、行

政の事務量はますます増加することが予想されます。 

こうした中で、今後も地域の経済力を高め、活力のある地域づくりを進めるとともに、

住民ニーズに対応した暮らしやすい地域づくりを行うためには、地理面、経済面、生活

面などにおいて密接な関係にあり、かつ類似した生活･産業環境をもつ４町村が一体と

なって効率的な行政サービスを進め、住民福祉の向上を図っていくことが必要です。 

 

②地方分権への対応 

地方分権が本格的に実行の段階に入り、国や県から市町村への権限移譲が進む中で、

住民に最も身近な行政主体である市町村には、自己責任と自己決定による行政運営を確

立していくことが求められています。その一方で、経済の低迷が続く日本経済において

は、税収の増加に多くの期待をすることができず、地方自治体の財政はさらに厳しさを

増すことが予想されます。 

こうした状況の中で、地方分権を推進し、質の高いサービスを安定的に住民に提供し

ていくためには、合併により市制を施行することで各分野の行政水準の向上や強力な行

政組織を構築するとともに、行財政基盤を強化することにより行政能力の向上を図って

いくことが必要です。 
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③地域の一体化による行政の展開 

広域交通網の整備や情報通信手段の発達などに伴い、人々の日常生活圏は、行政区域

を越えて広域化しており、行政サービスにおいても、個別の市町村の枠組みを越えた対

応が求められています。 

４町村においては、消防、介護、ごみ処理(４町村以外も含む)などに関し一部事務組

合を組織し、共同して広域的な行政課題に取り組んできていますが、地域の特色を活か

したまちづくりが全国的に謳われる中で、地域間競争はますます激化することが予想さ

れており、これからのまちづくりには、地域の魅力と競争力を高めていくことが求めら

れています。そのためには、一体的かつ計画的な行政運営を一層推進し、効率的なまち

づくりを進めていくことが求められています。その有効的な手段として考えられるのが、

生活圏と行政区域を一致させる、いわゆる合併であり、規模の拡大による※スケールメ

リットを活用しながら、保健・医療、福祉、生活環境など住民に身近な行政サービスの

充実を図っていくことが必要です。 

 

④個性的・魅力的なまちづくりの展開 

旧街道、宿場町及び水との戦いの中で培った歴史的な文化･資源、木曽川、領内川、

鵜戸川、善太川、海部幹線水路など数多くの水辺を活かした親水空間及び一面に広がる

のどかな田園風景など４町村は名古屋大都市圏内に位置しながら数多くの豊かな歴

史・文化、自然を有しています。これらの資源は個別の町村の枠組みにとどまらず、多

くの町村を結びつけていることが特長的です。そのため今後は、広域的・長期的な観点

に立ち、効果的かつ効率的に保全を図ることにより、次世代へ継承するとともに、他都

市にはない個性的な資源として新市の魅力あるまちづくりに活用していくことが必要

です。 

 

⑤自立都市形成の必要性 

地方自治体は今後ますます競争の時代に突入していきます。そのため、名古屋市の周

辺に位置する各都市もそれぞれが個性を持ち、他都市に負けない｢都市格｣の形成を図る

必要があります。今後、名古屋大都市圏の一地域として４町村が持つ地理的、自然的、

歴史的な特性を活かしつつ、治水をはじめとした防災面の強化、ごみ処理をはじめとし

た環境美化など広域的な取り組みを推進し、地域全体で快適な生活環境を創出するとと

もに、交流･ふれあいによる地域の活性化、新たな産業の掘り起こしなどを４町村が合

併し一体的に取り組み、自立した都市として周辺都市との機能分担、連携交流を推進し

ていくことが必要です。 

 

※スケールメリット：規模を大きくすることで得られる利益のこと 
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２．計画策定の方針 

 本計画の策定にあたっては、将来を見据えた長期的な観点に立ち、海部西部４町村のこ

れまでの基本構想をはじめ、国、県及び地域の各種上位計画と整合を図りながら、住民意

向を十分反映し、魅力的な新市を建設するための基本方針を示し、計画にそった総合的か

つ効率的なまちづくりを推進します。 

 

（１）計画の趣旨 

 本計画は、市町村の合併の特例に関する法律第５条第１項に基づく市町村建設計画であ

り、佐屋町、立田村、八開村、佐織町の合併後、新市のまちづくりを円滑に推進していく

ための基本方針、及び基本方針に基づく総合的な主要施策を定め、それらの実現により、

新市の速やかな一体化、地域間の均衡ある発展及び住民の福祉の向上を図ろうとするもの

です。事業に関しては、新市建設の根幹となるべき主要事業や特徴的な事業を掲載するこ

ととします。 

 

 なお、合併後の新市において、速やかに新市の総合計画(基本構想､基本計画など)の策定

に取り組むものとしますが、新市の総合計画が策定されるまでの間は、本計画に基づき新

市の実施計画を策定し、計画的かつ健全な行財政の運営を図るものとします。さらに、新

市の総合計画策定にあたっては、本計画を尊重し、その趣旨・内容等を配慮した形で審議・

検討することとします。 

 

（２）計画策定の視点 

 合併関係町村がそれぞれ抱えている主要な施策課題や重要事業等を合併後の地域全体の

視点から改めて検討する等、新市建設計画の内容が単に合併関係町村の総合計画をつなぎ

合わせたものとならないように新市の建設を総合的かつ効果的に推進します。 

 また、合併することで新たに実施可能となる地域全体の発展を目指した事業等を積極的

に検討し、その計画の実施を通じて地域全体の振興を図り、地域住民の生活水準を高め、

併せて新市の組織及び運営の合理化を図り、新市の一体性の速やかな確立及び住民福祉の

向上等を進めます。 

 さらに、地域の地理的・自然的・歴史的な特長を活かし、市域全体のバランスある施策

などを本計画に盛り込み、新市の均衡ある発展に資するよう適切な配慮をします。 

 

（３）計画の構成 

 本計画は、新市を建設していくための｢基本方針(将来ビジョン)｣、基本方針を実現して

いくための｢新市建設の根幹となる主要施策｣、｢公共的施設の統合整備の方針｣及び｢財政計

画｣を中心として構成します。 
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（４）計画の期間 

 本計画の期間は、合併年次である平成１７年度から令和７年度までの計画とします。 

 なお、計画策定以降の社会経済情勢や財政状況等の変化により、本計画の変更の必要性

が生じた場合は、新市において変更を行う場合もあります。 
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第３章 新市の将来ビジョン 

１．住民意向の整理 

新市のまちづくりに対する住民の意向を分野ごとに整理します。 

（１）産業 

・海部西部４町村においては｢産業の盛んな活力あるまち｣｢活気や賑わいのある商業の

あるまち｣といったイメージは低い 

・これまでの｢地場産業振興に向けた施策｣｢観光･レクリエーションの施策｣｢商業の活性

化に向けた施策｣に対する評価は低い 

・今後、｢各種産業の活性化｣に向けた取り組みを重点施策として望む人が多い 

・農業分野の｢レンコン｣をシンボルとして捉えている人が多い 

（２）都市基盤 

・これまでの｢公共交通サービスに関する施策｣｢下水道の整備施策｣に対する評価は低い 

・今後、｢道路･橋梁などの基盤整備｣｢市街地の整備｣｢公共交通の充実｣を重点施策とし

て望む人が多い 

・海部西部４町村においては｢情報化社会に対応したまち｣といったイメージは低い 

（３）福祉、保健･医療、安全 

・新市に対して｢保健･医療の充実したまち｣を望む人が多い 

・今後、｢高齢化に対する施策｣を重点的な取り組みとして望む人が多い 

（４）生活環境 

・新市に対して｢災害に強く､犯罪･事故のないまち｣｢自然環境の豊かなまち｣｢悪臭､騒音､

ポイ捨てのない美しいまち｣を望む人が多い 

・今後、｢防災施策｣｢自然環境の保全･活用施策｣｢防犯･交通安全に対する施策｣｢ごみ処

理や環境衛生の施策｣を重点的な取り組みとして望む人が多い 

・｢木曽川｣をシンボルとして捉えている人が多い 

（５）教育、文化、スポーツ 

・新市に対して｢スポーツ活動の充実したまち｣｢地域活動やお祭りなどの盛んなまち｣を

望む人が多い 

・｢輪中｣｢佐屋町親水公園総合体育館｣｢納涼祭り｣をシンボルとして捉えている人が多い 

・これまでの｢国際化社会への対応施策｣に対する評価は低い 

（６）行政 

・海部西部４町村においては｢特に特長のないまち｣といったイメージが大きい 

・新市に対して｢健全で効率的な行政の確立したまち｣を望む人が多い 

 

 
これらの意向より… 
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（住民意向の集約） 

①地域活力の向上 

地域住民の快適な生活環境を形成するため、工業、商業、農業をはじめとした様々な

産業の振興などにより、元気で活力のある地域づくりが求められています。 

 

②効率的な土地利用や生活基盤の整備･充実 

農地や河川などの自然と共生しつつ、安全かつ快適な住民生活や効率的な産業が展開

できる土地利用や基盤(道路など)の整備・充実が求められています。 

 

③人･自然にやさしい生活環境の形成 

現在ある様々な自然や歴史を守り、活かしながら、防災面や防犯面の機能強化、医療･

保健･福祉面の充実などを図り、全ての人が平等に安全・安心して暮らすことのできる

環境の形成が求められています。 

 

④コミュニティ活動を通じた人・まちづくり 

地域住民が主体となった様々なコミュニティ活動等を通じ、地域における積極的な

人・まちづくりを進める必要性が求められています。 
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２．まちづくりの課題 

（１）まちづくりの課題 

 新市のまちづくりにおける課題を６つの視点から以下に整理します。 

①産業 

 若者、女性、高齢者などの就業の場･機会の確保及び地域の活性化を図るため、地理･

交通面におけるメリットや様々な個性的な資源を最大限に活用した地域産業の振興が必

要です。大都市近郊型の農業、交通の利便性を活かした工業・流通業、地域資源を活用し

た観光(交流)産業をはじめ、地域住民などが活用できる魅力的な商業の展開が必要です。 
 

②都市基盤 

 新市の建設にあたり、都市として独立し、地方分権に対応できる地方自治体の確立が求

められています。そのため、今後の土地利用や道路交通体系などの都市構造を見直し、新

市内における均衡ある地域の発展及び周辺都市との協働による賑わいあふれる地域づく

りが必要です。 
 

③福祉、保健･医療、安全 

 少子・高齢化の進行する新市において、幼児から高齢者、障害者まで全ての人々が平等

に安心して暮らすことのできる環境の形成が求められています。そのため、地域の住民が

互いに支え合い、助け合う福祉の充実を図るとともに、保健･医療機能や防災･防犯機能の

強化が必要です。 
 

④生活環境 

 新市は豊かな自然環境を有しており、次世代を担う子ども達のためにもこれらの自然を

残していくことは我々の責務と言えます。地球温暖化や環境問題が取りざたされる中、地

域や個人のレベルから環境への対策を積極的に推進すると同時に、身近な生活の中に自然

を取り込み、安らかな生活環境を形成することが必要な時代となってきています。 
 

⑤教育、文化、スポーツ 

 低成長を続ける日本経済において、今後も地方財政の飛躍的な向上を望むことは難しい

時代であるとともに、アイディアや知恵を活用した効率的なまちづくりが必要な時代に変

化してきています。そのため、学校教育をはじめ文化・スポーツ活動などの生涯学習を推

進し、まちづくりをリードできるひとづくりを進める必要があります。 
 

⑥行政 

 住民の価値観の変化による行政ニーズの多様化や国による地方分権へ推進が進められ

る中、それらへの適切な対応が求められる地方公共団体においては、政策立案能力や事業

遂行能力の一層の向上、スケールメリットなどを生かした効率的な行財政、個性の発揮と

他都市との連携の強化及び住民との協働のまちづくりが必要となってきています。 
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（２）現状からの人口･世帯数の推計 

 新市建設計画の目標年次である令和７年における人口、年齢階層別人口及び世帯数を推

計します。 

 

① 人口推計 

 国勢調査によると、海部西部４町村(佐屋町、立田村、八開村、佐織町の合計)の人口は

平成１２年まで増加の傾向にあります。その後の人口は、平成１７年あたりまでは横ばい

傾向を維持していましたが、平成１７年あたりからは僅かずつ減少の傾向に転じ、建設計

画の目標年次である令和７年には、約５８，５００人になると推計されます。 

 

■人口推計 

Ｈ12

（千人） （千人） 指数 （千人） 指数 （千人） 指数 （千人） 指数 （千人） 指数

新市計 65.6 65.6 100.0 65.0 99.1 63.1 96.2 61.9 94.4 58.5 89.2

愛知県 7,043 7,255 103.0 7,411 105.2 7,483 106.2 7,505 106.6 7,456 105.9

全国 126,926 127,768 100.7 128,057 100.9 127,095 100.1 125,325 98.7 122,544 96.5

Ｒ７Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｒ２

総務省「平成12、17、22、27年国勢調査」、令和２、７年は国立社会保障・人口問題研究所による推計値を基に算出

指数はＨ12を100とした数値  

■人口推計 

(人) 

（人）

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

63,088人

58,525人

 

 

 

新市人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計手法による推計 
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②年齢階層別人口の推計 

 ※年少人口割合及び※生産年齢人口割合は年々減少の傾向にある一方、※老年人口割合は

増加の傾向にあります。最終的に目標年次において、老年人口は、全人口の約３２.３％

になると推計され、平成１２年と比較し約１６ポイント上昇しています。反対に生産年齢

人口は約１１ポイントと大きく減少しています。 

(人) 

（人）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

老年人口 生産年齢人口 年少人口

16.3％ 29.3％

32.3％

 

■年齢階層別人口の推計

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

総数 65,597 100 65,556 100 64,978 100 63,088 100 61,915 100 58,525 100

0～14歳 9,944 15.1 9,885 15.1 9,496 14.6 8,108 12.9 6,917 11.2 6,051 10.3

15歳～64歳 44,973 68.6 42,781 65.3 39,771 61.2 36,473 57.8 35,668 57.6 33,575 57.4

65歳以上 10,670 16.3 12,881 19.6 15,690 24.2 18,448 29.3 19,330 31.2 18,899 32.3

（千人） （％） （千人） （％） （千人） （％） （千人） （％） （千人） （％） （千人） （％）

0～14歳 1,086 15.4 1,069 14.7 1,065 14.5 1,023 13.8 985 13.1 932 12.5

15歳～64歳 4,934 70.1 4,901 67.6 4,791 65.2 4,619 62.4 4,611 61.5 4,574 61.3

65歳以上 1,024 14.5 1,249 17.2 1,492 20.3 1,761 23.8 1,909 25.4 1,950 26.2

0～14歳 18,505 14.6 17,521 13.7 16,803 13.2 15,887 12.7 15,075 12.0 14,073 11.5

15歳～64歳 86,380 68.0 84,092 65.8 81,032 63.8 76,289 60.7 74,058 59.1 71,701 58.5

65歳以上 22,041 17.4 25,672 20.1 29,246 23.0 33,465 26.6 36,192 28.9 36,771 30.0

新
　
市

愛
知
県

全
国

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

※年少人口：0～14歳の人口、生産年齢人口：15～64歳の人口、老年人口：65歳～の人口

資料：総務省「平成12・17・22・27年国勢調査」、令和２・７年は国立社会保障・人口問題研究所による推計値を基に算出

※平成12・17・22・27年の総数には「年齢不詳」を含む
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③世帯数の推計 

世帯数は、平成１２年の国勢調査で１９，０８９世帯となっております。一方、平均世

帯人員は平成１２年で３．４４人／世帯となっており、平成２年の３．７９人／世帯と比

較すると年々減少傾向にあり、核家族化が進行していることが伺えます。また、令和７年

(２０２５年)には２．６１人／世帯となるものと見込まれ、一層核家族化が進むと考えら

れます。 

世帯数については、今後も増加し続け、総人口と平均世帯人員から算出すると、令和７

年(２０２５年)には約２２，４００世帯になることが推計されます。 

 

■世帯数・平均世帯人員の推計

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

 総人口 63,143 64,216 65,597 65,556 64,978 63,088 61,915 58,525

 世帯数 16,656 17,729 19,089 19,870 20,731 21,106 21,739 22,391

 平均世帯人員 3.79 3.62 3.44 3.30 3.13 2.99 2.85 2.61

愛知県  平均世帯人員 3.08 2.91 2.76 2.66 2.53 2.41 ※2.34 ※2.27

新市

（単位：人、世帯、人/世帯）

資料：国勢調査、令和２・７年は推計値

※国立社会保障・人口問題研究所　日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）2019.4より推計
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３．将来像 

 現状からの人口等の推計は平成１７年あたりを境として減少に転じ、一層の少子･高齢

化、核家族化が進むものと考えられており、また行財政においても依然として厳しい状況

が続くものと予想されます。したがって、新市の住民が安全･安心かつ快適に住み、暮ら

すことができる良好な居住環境の維持・向上を図るためには、各種産業の振興、基盤整備

の充実及び官民協働のまちづくりなどを積極的に推進し、安定した財政基盤の確立を図る

とともに、地域住民とのパートナーシップのもと、合理的かつ効率的な行政を推進するこ

とが必要であります。 

 そのため、新市建設計画における新市のまちづくりは、自然、歴史、交通利便性など様々

な地域特性を活かし、『活力･賑わいの創造』を将来の方向性として見定め、元気そして活

気ある≪人口７万人都市≫を目指していきます。 

その実現により、愛知県西部の拠点都市として、水やみどりなどの豊かな自然の中で、

幼児から高齢者、障害者まで全ての住民が豊かな心を育みながら、『愛』にあふれる生活

を送ることができる快適環境都市の形成へとつなげていきます。 

 

《まちづくりのテーマ》 

人と緑が織りなす 環境文化都市 愛西 
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４．まちづくりの目標 

 将来像の実現に向けて６つの目標を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 

賑わいと活力のあふれる 

まちをつくる 

都市基盤 

機能的かつ合理的な 

都市環境を形成する 

教育､文化､スポーツ 

はつらつとして､健やかな 
ひと･地域をつくる 

行 政 

健全な行財政基盤のもと、 

住民ニーズに応える 

福祉､保健･医療､安全 

安全､安心して生活できる 

まちをつくる 

生活環境 

快適で美しい生活環境の 

整ったまちをつくる 
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 ①産業 賑わいと活力のあふれるまちをつくる                  

新市は、大都市名古屋市に近接し、かつ岐阜県や三重県からの玄関口に位置しています。

一方、木曽川をはじめとした河川や田畑などの農地が広がり、豊かな自然を有しているとと

もに、水との戦いの中で育んだ独特の歴史文化を有しています。こうした地理的特性、自然･

歴史的特性をメリットとして捉え、地域資源を積極的に活かし、流通業、最先端技術産業、

交流産業、農業及び商業など各種産業の振興を推進します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②都市基盤 機能的かつ合理的な都市環境を形成する            

住宅、商店、工場及び公共施設などの適正な配置･集積、農地、河川及び広場･公園などの

自然環境の保全･活用等について、住民生活の利便性と産業環境の効率性の高い土地利用計

画を検討するとともに、新市内外と連携する道路、公共交通及び情報ネットワークの充実に

努め、地域間の連携･交流による新市全体の活性化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商･工業等  

 

新たな地域産業の

育成･振興 

 

 

道路･交通･情報網  

 

都市間、地域間ネ

ットワークの整備･

充実 

 

観光･交流産業､ 

農業  

交流を活かした活

気ある地域の形成 

 

土地利用  

 

生活の快適性と産

業の効率性が共存

する土地利用 
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 ③福祉､保健･医療､安全 安全､安心して生活できるまちをつくる       

健康に対する住民ニーズの増大や少子化・高齢化の進展により、誰もが平等に生活できる

環境づくりが求められる中、子育て環境の充実、生きがい対策、精神的･物理的な※バリアフ

リー化など生涯を通じ安心して生活できる地域環境の形成を目指します。 

また、各種自然災害や事故・犯罪に対し、発生の未然防止を図るとともに、発生時におけ

る被害の軽減や応急対策、発生後の復旧など様々な段階でソフト･ハード対策を進め、誰も

が安全な暮らしができる居住環境の形成に努めます。 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者･障害者福祉､ 

保健･医療 

誰もが平等に生活

できる地域環境の

形成 

 

母子･父子､ 

児童福祉等 

妊娠･出産～育児

まで若者の生活環

境の充実 

 

地域福祉 

 

支え合い、助け合

う地域福祉の充実 

 

 

生活安全 

 

災害に強く、犯罪

や事故のないまち 

 

 

※バリアフリー：高齢者や障害者などの生活や活動に不便な様々な障害を取り除くこと 
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 ④生活環境 快適で美しい生活環境の整ったまちをつくる           

地域レベルから環境問題への取り組みが望まれる現代社会において、水やみどりなどの自

然との共生、循環型社会の構築、公有水面の清らかな水質確保などを目指し、様々な事業を

推進するとともに、一人ひとりの環境に対する意識啓発を進め、美しく快適な生活環境の形

成に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境衛生､ 

環境保全等 

循環型社会への転

換･形成 

 

 

自然環境､ 

排水処理 

水辺環境の維持･

保全と親水への活

用 

 

居住環境､景観 

 

愛西らしい高品質

な 都 市 環 境 の 形

成･確立 
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 ⑤教育､文化､スポーツ はつらつとして､健やかなひと･地域をつくる     

学校教育や社会教育などを通じ、国際化、高度情報化、環境問題及び少子･高齢化など様々

な社会経済構造の変革に的確に対応できる人や組織の育成に努め、時代をリードする都市の

形成に努めます。また、文化･スポーツ活動を通じ、住民一人ひとりが心身共に健やかに成

長し、かつ、人と人、人と自然･文化との連携･交流が図られた安らぎある生活環境の形成を

目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育､ 

社会教育  

時代に適合し、次

代をリードする人

材の育成 

 

文化､スポーツ  

 

生きがいを持ち、

生涯健康に暮らせ

る環境の形成 

 

地域コミュニティ  

 

地 域 住 民 に よ る

様々なコミュニティ

活動の育成･充実  
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 ⑥行政 健全な行財政基盤のもと、住民ニーズに応える            

国や県からの権限委譲など地方分権の的確な対応が求められるとともに、多種多様な住民

ニーズへの的確な対応が必要となる今後の地方行政において、効率的な運営能力、健全な財

政能力などを有する合理的な組織や専門的人材の確保･育成、住民が積極的に参加できるま

ちづくり体制の構築などを推進し、地域間のバランスのとれた住民福祉の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民参加  

 

官民協働のまちづ

くり 

 

 

行財政  

 

合理的･効率的な

行財政の確立 

 

 

行政サービス 

 

質の高い行政サー

ビスの提供 
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５．将来都市構造 

 将来像の実現に向け、以下に示すグランドデザインのもと、まちづくりを推進します。

本建設計画においては、新市に幾つかの｢ゾーン｣、｢軸｣を位置付け、商業、福祉、レク

リエーションなどの各種都市機能を適切に配置･集約するとともに、それらの機能の連携

を図り、“にぎわい”と“やすらぎ”のあるまちづくりを推進します。 

 

（１）ゾーンづくり 

①わくわく新創造ゾーン 

 新市南西部に位置する立田大橋と北西部に位置する東海大橋の中間地点に新橋の整

備を推進します。同時に新橋から延びる幹線道路の沿道部を中心に、農地や河川など

周辺の豊かな自然環境のもとで創造性に富んだ土地利用を図り、新市民はもとより周

辺都市住民との交流の場と新たな産業とが調和した※アメニティ空間を形成し、躍動す

る｢にぎわい｣と｢うるおい｣をもたらす地域づくりを推進します。 
 

葛木ゾーン 

 中西部からの新たな玄関口として、また、岐阜県と愛知県を結ぶ交通の要衝として

交通機能の充実に努めます。さらに、地域及び新市の経済･文化の活性化をめざし、

環境に配慮した新たな交流･ふれあいの場を形成するとともに、鵜戸川や周辺農地を

活かした自然共生型のまちづくりを推進します。 
 

②親水ふれあいゾーン 

 地域住民や地域を訪れた人々が、木曽川とふれあい、｢憩い｣、｢楽しむ｣ゾーンとし

て地域資源を活かしたまちづくりを推進します。また、地域西部に広がる農地の保全

を図り、豊かな自然環境と景観を守るとともに、交流ふれあい活動に活用するなど農

業の総合的な振興に努めます。 
 

八開ゾーン 

 北西部からの玄関口として｢東海大橋｣から｢八開庁舎周辺｣を含むエリアを位置づ

け、木曽川の水辺環境と共生したゾーンづくりを推進します。 
 

立田ゾーン 

 南西部からの玄関口として、本地域と岐阜･三重両県との連携を強化するとともに、

東海広場(木曽三川公園)や船頭平閘門公園などを活かした親水空間を創出します。ま

た、都市市民と農業がふれあう親緑空間を形成します。 
 

③にぎわいゾーン 

 商業機能、各種公共サービス機能、交通結節点機能などの集積･充実を図り、地域住

民などが憩い、にぎわう環境を創出し、住民の生活利便性の向上及び商業振興など地

※アメニティ：快適で潤いがあり、心やすらぐ環境 
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域の活性化を推進します。 
 

佐織ゾーン 

 藤浪駅から佐織庁舎周辺、勝幡駅周辺及び(主)甚目寺佐織線沿道などを中心に、行

政、文化･交流、商業、都市居住機能などの充実に努め、地域の北部におけるタウン

センターの形成を推進します。 
 

佐屋ゾーン 

 佐屋駅周辺及び新市役所周辺などを中心に、佐屋宿や佐屋街道などの文化･歴史も

活用しつつ、行政、文化･交流、消防、商業、都市居住機能などの充実に努め、新市

の中心拠点として、かつ中南部地域におけるタウンセンターの形成を推進します。 
 

永和ゾーン 

 永和駅、富吉駅の周辺などを中心に、行政、商業、都市居住機能などの充実に努め、

津島市及び蟹江町との連携を図りつつ、地域の最南部におけるタウンセンターの形成

を推進します。 
 

④うるおい活性化ゾーン 

 地域産業の活性化をめざし、交通利便性を活かした産業用地の確保に努めます。ま

た、ゾーン内における新たな産業の育成や、企業誘致及び集積を推進し、新市にうる

おいをもたらす地域づくりを推進します。 
 

佐屋南部ゾーン 

 自動車交通の利便性を活かし、弥富ＩＣ周辺部に流通業務や最先端技術産業をはじ

めとした各種産業などに関連する用地を確保し、企業の誘致を推進します。また、既

存の工業地に関しては、周辺の自然環境の保全などに配慮した経営体制を指導･支援

します。 
 

⑤のびのび文教ゾーン 

 高度情報化、少子･高齢化など変化･進展する社会経済情勢に対応し、次代をリード

する健やかな人材の育成を図るため、教育･児童福祉機能の整備･充実などに努め、教

育･文化の環境を整えます。 
 

渕高ゾーン 

 名鉄尾西線渕高駅に近接する佐織工業高等学校、佐織養護学校などを中心に、教育･

児童福祉施設の整備など福祉及び教育機能の充実を図り、心豊かではつらつとした人

材の育成に努めます。 
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⑥健やかゾーン 

 河川や田園など豊かな自然環境の中で、福祉、健康、コミュニティ機能の充実に努

め、若者から高齢者まで様々な人々が集い、憩い、安らぐ空間の形成に努めます。 
 

佐屋東部ゾーン 

 ゾーン内を流れる善太川に、水とふれあい、和むことができる親水空間を整備する

とともに、河川沿いに公園や緑地などを整備し、多くの人々が豊かな自然の中で運動

や散歩などの健康づくりを楽しめるゾーンの形成に努めます。また、老人福祉施設な

どを活かした福祉機能の充実を図り、誰もがゆとりと安らぎを感じることのできる地

域づくりをめざします。 

 

（２）軸づくり 

①地域連携軸 

 住民の生活利便性、地場産業の物流効率性の向上などをめざし、ゾーン間の連携を

強化します。幹線道路の整備などにより円滑かつ安全な道路環境の形成に努めるとと

もに、公共交通機関の充実、情報基盤の整備･充実などにより地域間の連携･交流を促

進し、地域全体の活性化をめざします。 
 

②都市間連携軸 

 本地域と周辺都市及び名古屋市などを連携し、地域の魅力を広めるとともに、ひ

と・もの・情報の交流を活性化する軸として、国･県道及び鉄道などを位置付け、基

盤施設などの整備･充実に努めます。 
 

③木曽川連携軸 

 木曽川の有する広域性を活かし、木曽川沿川の市町村を連携する交流･ふれあい活

動を推進し、相互の地域活性化に努めます。 
 

④せせらぎネットワーク 

 本地域内を流れる河川を親水空間として活用し、河川周辺部に位置付けられたレク

リエーション拠点の整備とともに、それらを連携する親水性の高い楽しく快適な空間

の整備に努めます。 
 

⑤やすらぎネットワーク 

 本地域内を走る旧街道とその沿道部については、各地域の持つ歴史性を活かした環

境･景観の保全と活用に努め、地域の住民や地域を訪れた方々が歴史･文化や人とふれ

あうことのできる安らぎ空間づくりを推進します。 
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第７章 財政計画 

 

新市における財政計画は、合併年度の平成１７年度から令和７年度までの財政見通し

について、歳入･歳出の項目ごとに、過去の実績及び経済情勢などを勘案し、普通会計

ベースで作成しました。 

作成にあたっては、合併後も健全な財政運営を継続することを基本とし、合併に伴う

市民負担･サービス水準の調整方針に基づく事務事業の合理化･効率化などによる削減

経費等を反映するとともに、国･県の財政支援措置を勘案します。 

 

 

《歳 入》 

①地方税 

・｢市税｣として、現行の税制度を基本として推計 

・今後の人口見通し及び経済見通しを踏まえて推計 

・合併協議会において確認された調整方針を反映して推計 

 

②地方交付税 

《普通交付税》 

・近年の情勢を勘案して推計 

・令和２年度までは合併算定替の段階的縮減を反映させ、令和３年度からは一本算定

により推計 

・合併特例債の償還にかかる交付税措置分等を見込み算定 

《特別交付税》 

・市町村合併に対する特別交付税措置分を見込み算定 

 

③国庫支出金･県支出金 

・過去の実績などに基づき算定（新市における主要事業に係る分を加算） 

 

④繰入金 

・過去の実績などに基づき算定（投資的経費に係る分を除く） 

 

⑤地方債 

・合併特例債及び臨時財政対策債等を見込み算定 
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《歳 出》 

①人件費 

・過去の実績などに基づき算定 

・一般職職員の削減は、令和元年度以降増減が少ないと見込み推計 

 

②物件費 

・過去の実績などに基づき算定 

・事務事業の調整などに伴う経費を見込み推計 

 

③扶助費 

・過去の実績などに基づき算定 

・少子･高齢化による影響を反映して推計 

・新市としての新たな福祉サービスへの対応の影響額を見込み推計 

 

④補助費等 

・過去の実績などに基づき算定 

 

⑤公債費 

・平成３０年度までの地方債に係る償還予定額を見込み算定 

・令和元年度以降の各種地方債の償還見込額を加算 

 

⑥積立金 

・過去の実績などに基づき算定 

 

⑦繰出金 

・過去の実績などに基づき算定 

・各種特別会計等への繰出を見込み推計 

 

⑧普通建設事業費 

・主要事業及びその他の普通建設事業を見込み算定 
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